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防災への取組
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複合型災害防災実動訓練の実施　（平成１８年５月２１日）

救出された患者をトリアージし、応急処置を実施土砂埋没車両からの救助訓練

救出・患者搬送訓練

啓開のための道路規制を実施 ライフラインの復旧作業

道路啓開・緊急復旧訓練

愛知県警のヘリによる救助訓練

浸水被害者救助訓練

海上保安部の巡視艇による船舶火災消火訓練

海上・港湾施設啓開訓練

海上保安部巡視船による緊急物資輸送

緊急物資輸送訓練

【課題及び今後の方針】

自衛隊大型ヘリによる大型土嚢を用いた堤防の緊急応急復旧訓練

高潮堤防等沈下修復訓練

●関係機関とのより具体な連携の強化
●複合型災害時における行政機関の指揮命令系統の確立
●周辺自治体、地元住民との情報連絡体制や連携の強化、 及び防災意識の
　 向上・啓発の展開（今回の訓練で得られた映像等のツールの有効活用）
●次世代を担う若者に対する防災教育の必要性

今回の訓練によって判明した課題を踏まえて
減災に向けた関係機関の連携強化策の推進
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国際物流の強化について国際物流の強化について
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「中部国際物流戦略チーム」について「中部国際物流戦略チーム」について
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総合物流施策大綱（2005-2009）
　　　　　　　　　　　　　〔平成１７年１１月閣議決定〕

・今後推進すべき具体的な物流施策
　①国際物流・国内物流の一体的展開
　②効率的で環境負荷の小さい物流
　③国民生活の安全・安心を支える物流

国土交通中部地方有識者懇談会（意見）
　　　　　　　　　　　　（平成１８年３月１７日）

・国際的に高い産業競争力を有する圏域を目
指すために、企業がストレスなく事業展開を
行えるよう、関係者が一体となって取り組む
必要がある。　

◆国際物流戦略チームの検討内容
　・喫緊の課題に対しては、国際物流のボトルネックの解消、国際物流及びこれと一体を　
　　成す国内物流の効率化方策等、海陸空一体となった取り組みを検討する。
　・中部地域がものづくり産業の中枢として、我が国のみならず世界をリードしていくと　
　
　　いう展望の下、産業界の戦略等に対応した国際物流の姿を実現するため、産業界と行政
　　が両輪となって地域の発展を牽引する効率的な新しい物流システムについて検討する。

「国際物流戦略チーム」設置
（平成１８年３月２４日初会合）

「国際物流戦略チーム」設置
（平成１８年３月２４日初会合）

国際物流戦略チームの設置の経緯について

地域の実情を踏まえた施策の推進を図る

国際競争力インフラＷＧ国際競争力インフラＷＧ
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効率的で環境に優しい国際・国内物流の実現効率的で環境に優しい国際・国内物流の実現
～国際物流基幹ネットワークの構築～～国際物流基幹ネットワークの構築～
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効率的で環境に優しい国際・国内物流の実現
～国際物流基幹ネットワークの構築～

関係者と連携した実質的な取り組み

取り組みの全体像

①物流の効率化・円滑化

　 ・国際標準コンテナ車（44t、4.1m）に対応した国際物流基幹ネットワークの構築（ボトルネックの解消）　等
②災害時におけるリダンダンシーの確保
　　・代替輸送路の整備　等

③環境負荷の小さい物流の実現
　　・路上駐車対策等の推進（ex.休憩施設等の設置）　等

具体的な取り組み 国際物流基幹ネットワークの構築（H18.6.8公表）
◇道路管理者、港湾管理者、物流事業者等が連携した実質的な取り組み
◇今回の公表は、現況ネットワークをベースに物流効率化を達成するための取り組みの一部

◇道路、港湾部局及び物流事業者等が相互に連携しながら物流の円滑化を検討
　　　スーパー中枢港湾連携推進協議会「道路ネットワーク検討部会」
　　　　　メンバー：中経連、各県トラック協会、商工会議所、行政機関（国、県、市）　等
◇中部圏の貨物車交通の現状と課題把握、各関係者のニーズを踏まえた貨物車交通マネジメントの検討
　　　中部圏物流交通検討協議会　（委員長：名城大学　松井教授）
　　　　　メンバ－：学識経験者、中経連、各県トラック協会、各行政機関（国、県、市）　等

・国際標準コンテナ車（44t、4.1m）の通行を可能とすべく、中部管内で幹線道路ネットワーク約2,280kmを選定。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(全国　約29,000km)
・国際標準コンテナ車通行不能区間約28km（５区間：幅員狭小、線形不良）を早急に解消　（全国　約560km、47区間）

８



圏域について圏域について
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須田座長　国土計画局長陳述資料
様々なサービスからみた圏域の現状

より広域的な視点で圏域を考えていく必要がある
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圏域決定に至るまでの経過

平成17年９月

平成17年10月

平成18年７月

平成18年秋頃

平成19年中頃
までを目途

全国計画策定
１年後

全国計画広域地方計画

国土審議会に計画部会を設置国土審議会に圏域部会を設置

第１回圏域部会の開催
第１回計画部会の開催
部会に専門委員会を設置

圏域部会とりまとめ

広域地方計画区域を定める政令の制定

地域の区分の
あり方の検討

計画部会中間とりまとめ

閣議決定広域地方計画協議会の設置

広域地方計画の決定

計画策定準備

計画内容の検討

閣議決定
に向けた検
討

随時、都道府県・経済団体等
との意見交換などを実施

中部の圏域について
議論

※国土形成計画全国計画は国土利用計画
　全国計画と一体作成

まんなか懇談会

第13回まんなか懇談会

第14回まんなか懇談会

平成17年12月

平成18年3月

須田座長意見陳述
（国土計画局長）

平成18年4月

都道府県・経済団体等と
の意見交換などを実施

第15回まんなか懇談会
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「施策・プロジェクトの優先度と工程の明確化」「施策・プロジェクトの優先度と工程の明確化」

～道路での取り組みの例～～道路での取り組みの例～
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道路整備の中期ビジョン(案)の公表
　　　　　　　　　　　　（平成18年６月１日）
　

　中期的な(概ね10年間の)整備目標と
　その達成に必要な事業量等を整理

（ねらい）
　・進めるべき施策を国民に対して明らか
　　にし、その重要性に関する認識を共有
　・真に必要な道路整備について議論

課題の一つ　【選択と集中】 → 施策・プロジェクトの優先度と工程の明確化

まんなか懇談会提言　
「将来像の実現に向けた圏域整備のあり方」の実現に向けた課題

道路ネットワーク施策での取り組み（例）

　　【効果の事例】
　　　　　　　 ①　地域の協力を得た事業の円滑な進捗
　　　　　　　　　　 　 ②　企業立地・投資活動等の重要な判断材料の提供

中期的な整備目標と達成に必要な事業量（例）

　１．供用中道路の維持・修繕・更新
　　　　・建設後50年に達する橋梁約28,400橋の延命化
　２．供用中道路の安全・安心の確保
　　　　・事故多発箇所約２万箇所の対策
　３．道路交通の円滑化
　　　　・三大都市圏環状道路約600kmの整備
　４．都市と地域の活性化
　　　 ・高規格幹線道路約3,300kmを整備
　５．環境の保全
　　　　・沿道環境保全のため環状道路等約1,200kmを整備
　６．国際競争力強化
　　　　・１６の拠点的な空港・港湾へのアクセス向上
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